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新潟市地域福祉計画 目標関係指標根拠 

〇コミュニティソーシャルワーカーへの新規相談件数 

〇地域福祉コーディネーター育成総数 

〇高齢者等あんしん見守りネットワーク登録事業者数 

〇民生委員協力員数 

〇サマーチャレンジボランティア参加人数  

〇災害ボランティアセンター設置訓練等への参加団体数  

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
新規相談件数 38 54 59 81 108 242 150 168 186 204 222 240 258 276

H25～R1までの年平均増加18件

年度
実績値 推計値

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
累計 76 128 211 395 577 751 868 997 1,097 1,224 1,351 1,478 1,605 1,732 1,859 1,986

H23～R1までの年平均増加127件

年度
実績値 推計値

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
登録事業者数 63 88 106 120 135 186 327 351 375 399 423 447 471 495

H25～H30までの年平均増加24件

年度
実績値 報告地

※R1は市が締結する包括連携協定にセブンイレブンが加入したことで大幅に増加して
いるため、平均増加数の計算からは除外

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
年度末人数 16 36 36 43 56 56 60 55 60 65 70 75 80 85 90

H24～R1までの年平均増加5件

年度
実績値 推計値

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
人数 87 108 119 189 205 221 237 253 269 285 301

H28～H30までの年平均増加16件

年度
実績値 推計値

※R1は大学の推薦入試のシステムが変わり、ボランティアの実績を推薦書に
書けるようになったことから大学生の参加が増加したため除外。

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
団体数 81 78 91 123 128 133 138 143 148 153 158

H28～H30までの年平均増加5件

年度
実績値 推計値

※R1は台風15号や台風19号など、大規模な災害が発生し、参加団体数が増
加したため除外。

施策① 地域福祉に関する事業の推進 
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〇公益的な活動に取り組む社会福祉法人数 

〇生活困窮者の新規相談件数（累計） 

〇自立支援プランの作成件数（累計） 

〇就労支援に関するプラン作成者のうち、就労・増収者数 

〇子どもの学習・生活支援事業参加者の高校進学率 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8
法人数 21 31 45 57 69 81 93 105 117 129 141

H28～H30までの年平均増加12件

年度
実績値 推計値

年度 H27 H28 H29 H30 R1 累計

新規相談受付件数 1,180 1,011 943 876 850 4,860

Ｈ27～R1相談件数平均＝972件

Ｒ2を含めた今後7年間の推計値＝6,804件

Ｈ27～Ｒ8までの累計値　4,860件＋6,804件＝11,664件

※過去に相談歴のある者からの相談は新規相談件数には含まない

〇生活困窮者の新規相談件数（累計）

年度 H27 H28 H29 H30 R1 累計

自立支援プラン作成件数 262 375 528 607 543 2,315

Ｈ27～R1プラン作成件数平均＝463件

Ｒ2を含めた今後7年間の推計値＝3,241件

Ｈ27～Ｒ8までの累計値　2,315件＋3,241件＝5,556件

※３か月ごとの支援見直しのたびに、プラン作成するため、一人に対し複数回プランを

　作成することもある

〇就労支援に関するプラン作成者のうち、就労・増収者数

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1 累計

就労者数 34 81 61 75 58 309

増収者数 4 2 0 16 11 33

Ｈ27～R1就労・増収者数平均≒68人

Ｒ2を含めた7年間の累計値＝476人

Ｈ27～Ｒ8までの累計値　342件＋476件＝818件

就労者数…未就労の状態から就労した者の人数

増収者数…昇給や転職などにより増収した者の人数。就労定着の観点から就労後に支援継続する

　　　　　場合、就労者と増収者を重複カウントすることもあり得る。

342

〇子どもの学習・生活支援事業参加者の高校進学率

年度 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1

中学3年生の参加者数 46 41 36 43 52

進学率 100 100 100 100 100

今後も、各年度とも高校進学率を100％にする

施策② 生活困窮者自立支援制度の推進 
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〇成年後見制度利用者数 

〇市民後見人養成研修修了者数 

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

家裁本庁所管
制度利用者数

1,320 1,445 1,540 1,667 1,799 1,919 2,039 2,159

増加数 125 95 127 132 120 120 120

H27～H30増加数平均＝ 120

7年後の推定増加率163％

よって、1,849人×163％＝3,013人

実績値 推計値

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 合計

養成研修
修了者数

36 22 21 29 0 25 0 17 150

8年間で150人養成

150÷8×7＝131人（7年間の養成数）

よって、150人+131人＝281人

施策③ 成年後見制度の推進 


